
農水産業協同組合貯金保険機構
結合
行政コスト計算書

自平成30年4月1日  至平成31年3月31日 （単位：円）

一般勘定 震災特例勘定
東日本大震災事業
者再生支援勘定

合計

Ⅰ　業務費用

仮定損益計算書上の費用

保険引受費用 16,874,396,906 0 0 16,874,396,906

資産運用費用 0 0 0 0

事業費及び一般管理費 574,492,477 200 60,050 574,552,727

支払利息 0 36,847 0 36,847

特別損失 2 0 0 2

法人税及び住民税 70,000 0 0 70,000

仮定損益計算書上の費用計 17,448,959,385 37,047 60,050 17,449,056,482

(控除)業務収入

保険引受収益 △ 15,151,787,770 0 0 △ 15,151,787,770

資産運用収益 △ 2,296,387,415 △ 23,371,966 0 △ 2,319,759,381

その他経常収益 △ 784,200 0 △ 50 △ 784,250

特別利益 0 0 0 0

(控除)業務収入計 △ 17,448,959,385 △ 23,371,966 △ 50 △ 17,472,331,401

業務費用合計 0 △ 23,334,919 60,000 △ 23,274,919

Ⅱ　機会費用

政府出資等の機会費用 0 0 0 0

2,983,000 0 0 2,983,000

機会費用合計 2,983,000 0 0 2,983,000

Ⅲ　（控除）国庫納付額

（控除）国庫納付額 0 △ 119,932,125 0 △ 119,932,125

Ⅳ　行政コスト 2,983,000 △ 143,267,044 60,000 △ 140,224,044

科　目

公務員からの出向職員に係
る退職給付引当金増加額



農水産業協同組合貯金保険機構
結合
民間企業仮定貸借対照表

平成31年3月31日現在 （単位：円）

科　　　　目

（資産の部）

現金及び預金

現金 117,781

預金 18,236,003,933

現金及び預金合計 18,236,121,714

有価証券

国債 85,507,210,000

地方債 87,632,110,000

社債 249,566,680,000

株式 1,977,800,000

その他の証券 0

有価証券合計 424,683,800,000

不動産及び動産

建物 23,144,459

 減価償却累計額 △ 21,490,793 1,653,666

工具器具備品 5,333,504

減価償却累計額 △ 4,780,280 553,224

不動産及び動産合計 2,206,890

その他資産

仮払金 107,711

前払費用 5,938,079

未収収益 365,077,844

未収金 90,136

敷金･保証金 45,601,300

その他資産合計 416,815,070

　　　　　　資産合計 443,338,943,674

（負債の部）

保険契約準備金

責任準備金 431,256,733,400

保険契約準備金合計 431,256,733,400

その他負債

未払金 5,450,444

預り金 1,387,762

借入金 0

その他負債合計 6,838,206

引当金

賞与引当金 12,889,340

退職給付引当金 95,927,800

引当金合計 108,817,140

　　　　　　負債合計 431,372,388,746

（純資産の部）

資本金

政府出資金 2,055,000,000

日本銀行出資金 75,000,000

民間出資金 150,000,000

資本金合計 2,280,000,000

剰余金

繰越欠損金 △222,479

当期利益金 △60,000

剰余金合計 △282,479

その他有価証券評価差額金 9,686,837,407

　　　　　　純資産合計 11,966,554,928

　　　　　　負債純資産合計 443,338,943,674

金　　額



農水産業協同組合貯金保険機構
結合
民間企業仮定損益計算書

自平成30年4月1日  至平成31年3月31日 （単位：円）

科　　目

経常収益

保険引受収益

正味収入保険料 15,151,787,770

保険引受収益合計 15,151,787,770

資産運用収益

利息及び配当金収入 2,319,759,381

資産運用収益合計 2,319,759,381

その他経常収益 784,250

経常収益合計 17,472,331,401

経常費用

保険引受費用

責任準備金繰入額 16,874,396,906

保険引受費用合計 16,874,396,906

事業費及び一般管理費

一般管理費 559,235,511

賞与引当金繰入額 12,889,340

退職給付引当金繰入額 1,705,300

減価償却費 722,576

事業費及び一般管理費合計 574,552,727

事業外費用

支払利息 36,847

事業外費用合計 36,847

経常費用合計 17,448,986,480

経常利益 23,344,921

特別利益

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 2

特別損失合計 2

税引前当期利益金 23,344,919

法人税及び住民税 70,000

当期利益金 23,274,919

金　　額



農水産業協同組合貯金保険機構
結合
キャッシュ・フロー計算書

自平成30年4月1日  至平成31年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

保険料収入 15,151,787,770

その他の業務支出 △ 362,562,021

人件費支出 △ 212,555,344

小　　計 14,576,670,405

利息及び配当金の受取額 2,304,533,761

利息の支払額 △ 36,847

法人税等の支払額 △ 70,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 16,881,097,319

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 0

定期預金の払戻しによる収入 0

有価証券等取得による支出 △ 46,159,770,000

有価証券償還等収入 36,302,065,000

有形固定資産の取得による支出 △ 136,620

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,857,841,620

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金返済による支出 △ 5,512,000,000

政府出資金の受入による収入 660,000,000

国庫への納付 △ 119,932,125

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,971,932,125

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 2,051,323,574

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 16,184,798,140

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 18,236,121,714

科目



農水産業協同組合貯金保険機構
結合
民間企業仮定利益処分計算書

平成31年3月31日現在 （単位：円）

当期未処分利益金

前期繰越利益金 96,374,727

当期利益金 23,274,919 119,649,646

利益処分額

国庫納付額 △ 119,932,125 △ 119,932,125

次期繰越利益金 △ 282,479

科　目 金　額



 

重要な会計方針等 

結合 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

（１）時価のあるもの 

債券 

償却原価法を適用した上で、決算日の市場価格等に基づく時価法を適用

しております。償却原価法の計算は定額法によっております。 

評価差額は、部分純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

処理しております。 

 

（２）時価のないもの 

① 債券 

償却原価法によっております。 

償却原価法の計算は定額法によっており、売却原価は総平均法により処理

しております。 

② 債券以外 

移動平均法による原価法によっております。 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、法人税法の規定する方法と同一の基準を採用しております。 

 

３． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

なお、貸倒引当金の計上については、「金融商品に関する会計基準」を適用して

おります。 

① 一般債権 

合理的と認めた貸倒率に基づき計上しております。 

 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

財務内容評価法によっております。 



 

（２）賞与引当金 

役員及び職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

① 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、退職金制度として、退職一時金制度を設けております。このほか、平

成２８年２月まで農林水産関係法人厚生年金基金に加入し、平成２８年３月からは

スミセイＤＣ総合型企業型年金（確定拠出年金制度）に加入しております。 

② 退職給付債務及びその内訳 

ア 退職給付債務      95,927,800 円 

イ 年金資産          0 円 

ウ 退職給付引当金      95,927,800 円 

③ 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金繰入額      1,705,300 円 

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当機構は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりま

せん。 

⑤ 確定拠出年金制度 

当機構の確定拠出年金制度への要拠出額は、前年度は 709,275 円、当年度は

712,760 円となっております。 

 

４．その他の重要な事項 

（１） 消費税等の会計処理方法 

税込み方式によっております。 

 

（２） 責任準備金 

農水産業協同組合貯金保険法施行規則第 15 条第 1 項に基づき保険料、受取利

息等の収益の合計額から保険金、資金援助費用、その他の費用の合計額を控除し

た金額を積立てております。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日までの期間が 3 ヶ月以



 

内の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

 

現金及び預金 18,236,121,714 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0 

有価証券のうち取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

（有価証券） 

 

0 

現金及び現金同等物 18,236,121,714 

 

６．機会費用の計上基準 

（１） 国有財産の無償使用に係る機会費用の算出方法 

該当事項なし 

 

（２） 政府出資等に係る機会費用の算出に用いた利子率 

平成 31 年 3 月末現在の 10 年国債（新発債）の利回りがマイナスとなっているため

0%を用いております。 

 

（３） 通常よりも有利な条件による資金調達に係る機会費用の算出に用いた利子率 

該当事項なし 

 

（４） 公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数 

6 名 

 

７．行政コスト計算書を作成する日までに発生した重要な後発事象 

    該当事項なし 

 

８．重要な会計方針の変更 

    該当事項なし 

 

 

以上 

 

 



 

農水産業協同組合貯金保険機構 

結合附属明細書 

１.資本金の明細及び前事業年度末からの増減額     （単位：円） 

区  分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末  残 高 

政 府 出 資 金 1,395,000,000 660,000,000 0 2,055,000,000 

日 本 銀 行 出 資 金 75,000,000 0 0 75,000,000 

民 間 出 資 金 150,000,000 0 0 150,000,000 

資 本 金 計 1,620,000,000 660,000,000 0 2,280,000,000 

(注) 1. 政府出資金に係る会計区分は、一般会計である。 

2. 出資金に係る根拠規定は、農水産業協同組合貯金保険法第5条第1項、株式会社東日本大震災事業者再生支

援機構法第54条第2項において読み替えて準用する同法第49条第1項である。  

 

なお、民間出資金の内訳は以下の通り。                                                （単位：円） 

区  分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末  残 高 

農 林 中 央 金 庫 75,000,000 0 0 75,000,000 

信用農業協同組合連合会等 67,500,000 0 0 67,500,000 

信用漁業協同組合連合会等 7,500,000 0 0 7,500,000 

 

２.有価証券の明細     （単位：円） 

区  分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末  残 高 

国 債 88,336,200,000 2,898,846,940 5,727,836,940 85,507,210,000 

地 方 債 51,595,520,000 37,231,034,284 1,194,444,284 87,632,110,000 

社  債 267,794,130,000 15,068,168,515 33,295,618,515 249,566,680,000 

株         式 1,314,000,000 663,800,000 0 1,977,800,000 

そ の 他 の 証 券 5,512,000,000 0 5,512,000,000 0 

計 414,551,850,000 55,861,849,739 45,729,899,739 424,683,800,000 

(注) 1. 株式は、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第54条第1項の規定に基づき、同機構の設立の発起人

となり出資を行ったものである。 

 2. その他の証券は、農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律

附則第3条第2項の規定に基づき、主務大臣の取得決定を受けて、指定支援法人が引受けた震災特例組合が

発行する優先出資を取得したものである。 

 

３.固定資産（事業資産を除く）の取得、処分及び減価償却費の明細      （単位：円） 

区分 資産の種類 
取得価額 当 期 減価償却 差  引 償 却 

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 償却額 累 計 額     帳簿価額 累計率 

有形固定資産 建物 23,144,459 0 0 23,144,459 465,049 21,490,793 1,653,666 92.8% 

有形固定資産 工具器具備品 5,506,502 136,620 309,618 5,333,504 257,527 4,780,280 553,224 89.6% 

  

４. 借入金の明細     （単位：円） 

区  分 借 入 先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

借 入 金 農 林 中 央 金 庫 5,512,000,000 0 5,512,000,000 0 

計  5,512,000,000 0 5,512,000,000 0 



 

５.退職給付引当金の明細     （単位：円） 

区  分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 

退 職 給 与 に 係 る 

引 当 金 
98,219,300 1,705,300 3,996,800 95,927,800 

計 98,219,300 1,705,300 3,996,800 95,927,800 

 

６.その他の引当金の明細     （単位：円） 

区  分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 

賞 与 引 当 金 15,359,128 12,889,340 15,359,128 12,889,340 

計 15,359,128 12,889,340 15,359,128 12,889,340 

 

７.その他の主要な資産負債の明細 

（１）預金    （単位：円） 

項        目 期 末 残 高 前期末比較増減額 

普 通 預 金 2,636,003,933 △5,558,594,807 

定 期 預 金      15,600,000,000 7,610,000,000 

計 18,236,003,933 2,051,405,193 

 

（２）未収収益    （単位：円） 

項        目 期 末 残 高 前期末比較増減額 

預 金 利 息       347,175 223,938 

有 価 証 券 利 息 364,730,669 748,074 

計 365,077,844 972,012 

 

（３）責任準備金     （単位：円） 

項        目 期 末 残 高 前期末比較増減額 

責 任 準 備 金 431,256,733,400 16,966,391,633 

計 431,256,733,400 16,966,391,633 

 

８．主要な費用収益の明細 

（１）役員及び職員の給与費の明細  （単位：円） 

区        分 金額 

役員   

 給 与 23,002,040 

 賞 与 5,997,378 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,876,166 

 退 職 給 付 費 用 0 

退職給付費用（国家公務員出向者）  2,311,500 

役員給与費計 34,187,084 

職員  

 給  与 107,831,892 

 賞 与 31,398,252 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 10,013,174 

 退 職 給 付 費 用 1,705,300 

退職給付費用（国家公務員出向者）  671,500 

職員給与費計 151,620,118 

 

  



 

（２）正味収入保険料の明細  （単位：円） 

区        分 金額 

農 業 協 同 組 合 14,134,018,520 

漁 業 協 同 組 合 109,834,150 

信用農業協同組合連合会 390,193,330 

信用漁業協同組合連合会 259,926,440 

農 林 中 央 金 庫 257,815,330 

合   計 15,151,787,770 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


